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携帯電話 " インターネット 等、 情報通信技術 ( ) は 社会に多くの 変革を起こしてきた 

は入 みの文化。 生活様式までも 大きく変えようと いる。 ビジネスの分野においても。 IC 
した企業法大きな 成功を収め、 勝ち負けを明確に 分けた。 ここで、 大きなポイント @ こ なった 事は 。 企業活動に 
おいて。 沌ずを 「効果的に」活用できたか。 という事であ る。 

を 行い情報システムの 導入に取り 面 での情報化が 非常に進んでいても " 

見合うだけの 成果に結びつくと ほ はそれだけで 生産性の向上に 繋がるわ 

けではなく、 高レベル な 組織変革と組み 合わせることで。   

初めて高い生産性に 繋がるのであ る。 これは。 民間分野 
の 研究。 調査などで 早 。 段階に明らか 

                        。 行政の分野にも 大きな 影 遼 " 

響を与えつつあ る。 いわゆる電子政府ね -GO Ⅶ 汗血 em もち 

であ る。 O 鰯 C コ による電子酸 府 についてのレポート 
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電子政府とは、 「より 「 C 蟹の活用」であ り @ よい政策成果。 ②   り よ 高品質な ザ一 ビス、 ③市民とのより   
つまり、 効果的な電子政府の 構築によっで、 電子化 

                                                                                              行政手続きの 電子化による 

                                                                                        オンラインサービスによる 

                                                                                                                                                  ンタ一孝 ッ 

卜の イ ン タラタティブ   性を利用した " 政 冶への市民参     
                                                                        行政事務の業務変革に 留まらず " 既存 
の葮治 形態、 政府 ど                                                           憶でも大きく 変 

～ ，八一 @@@ づ @ る。 

図五 % 。 国連により発行されている 電子政府の進 

捗 度を表したランキンバであ る   と ィ 立と、 子 政府構築の面で。 

先進諸国の甲では 若干低迷しているといえる。 一方、 沌 T 

                                                                                                                                                      まだイギリ                 
@. 。 り か ノ B @ トト フ @ す C ず インフラの発達して @  。 るとは言えないとい 

ぅ ことがわかる。 公共分野においても。 てイ 里し 。 " ㌃ @                                                                                                                     ぅか で " 勝ち負けの差が 出てき - 亡いると " う と。 れノ す Cm 佗を前提とした 組織とのミズマッチという 問題があ りそうであ る。 日本を例に見る Ⅰ - @ 前述した通りインフラ れノ 
                効果的に活用されでいるとは 蓋えない状態であ る。                                                                                                                                                         」 ン Ⅰ 一 @ しだ組織を構築せず。 ま 電子化しているだげなので。 ン 
                                                                                                                                                        して提出する 必要があ る等の無駄な 手続きが出てきて。 非効率な 
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のであ る。 行政分野においても、 ミスマッチに 

よる構造的問題が 出てきている。 
組織。 制度面の変革が 重要であ ることは。 ど 

この国でもほぼ 共通した問題として 扱われてお 
り、 世界各国の電子政府計画や。 研究レポート 
においても述べられている 事であ る しかし実 

際にどの程度重要なのか。 それが定量的に 示さ 

れている例は、 公共分野においては 今のところ 
ない。 そこで、 本研究でぼ、 電子政府。 電子自 

治体の発展に 必要な要因を 定量的に分析し 示す 

ことで。 組織。 制度要因の重要性を 明確化し、 
今後の電子政府。 電子自治体発展策の 指針を導 

くことを目的とする。 昨年の発表でほ。 国際比 
較に よ り。 電子政府の発展要因を、 組織。 制度。 
亙 C づ コインフラ   政策。 デジタルデバイ         

国の規模の 8 つの要因に分けて 回帰分析し、 組 
織。 制度要因が強い 正の影響を与えていること 

を中央政府レベルで 明らかにした。 今回ほ。 日 

本の自治体レベルまで 落とし込み分析を 行 う 。 

卸 亜属 弗   
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」必要な組織といっても     - 様ではなく " その発展段階に 従って異なると 考えられる。 

図 3 に電子政府。 電子自治体の 発展モデルを 示す。 発   インフラの整備のみで " 

効率化という 目ネ 票 ほほぼ達成できる               発展レベルが 高まり。 政治。 行政の電子化の 範囲が広がり。 電 

子政府の内容が 質的に変化するにつれて、 それに対応していくために。 組織や体制を 変えて行く必要がでてく 

る。 さらに発展レベルが 進めば。 変革が必要となる 範囲も広がっていくものと 予想される。 

電子化発展の 段階のレベル @3 重要となると 思われる組織。 制度的要素を 挙げてみると。 衰ゑのようになる。 

各国 " 各地域の特性や 実清により。 - 概には言えないものの " 共通することは。 - 時 的な改革ではなく、 発展 
のレベルより。 組織を適切に 変 藁 していくことの 出来る柔軟な 組織体制。 制度の構築。 そしてそれを 可能にす 

るための文化、 職員意識が必要ということであ る。 

幹 システムの確立等。 集中的に推進するほうが 効果的 づ 強り 、 

      一 ダーシップ。 縦害 l@ 組織によるトップダウン                                                                                                                                     

ワ ブザ @ ビス ) 、 各自治体 " 各部門の実情にあ ったシステム 展開   
住民の意見。 要望を集約し、 政策決定に影響させることが 必要。 づ よりインタ ラクティブな 組織体制 

          一一一 - 一コ 

  分析モデル ど 結果 

                                                                                                                                                                                              革新性要因が 電子自治体の 発展にどの程度影響 
を 与えるのか。 また発展の段階において 影響する組織要因が 変化ずるかと。 、 ぅ ことを 定量的に分析する。 
一年 毛 電子自治体の 進捗度を表す 代理変数として " 白                                                                               

  



Ⅱを使用する。 インフラ要因は 民力 2 の 指標「情報化度」、 組織。 制度要因は " 日 

水経済新聞社。 日経産業 消 り よ 「行政革新 度 袖を使用する。 この「 行 

改革新 度 」は。 「透明度」。 「利便 度 」の 恩 つの要素から 成り立っている 

が " これらを電子政府。 電子自治体の 発展の段階毎に 必要となる要素に 分け。 各段階の組織要因の 代理変 
して次のように 振り分ける。 

まずは、 革新度の評価の 高 い 順に、 ランク ラ ンタ鉄 と分けて 共 分散分析を行 う ことで、 紐 

織の柔軟性。 革新性の違いにおける、 インフラ面の 情報化と電子自治体の 進捗度の関係を 調べるま デル 1) 。 

次に " 従属変数を「電子自治体進捗度 (=e 都市ランキンバ ) 」。 独立変数を各段階の 組織要因 ( 「効率化。 

活性化度」、 「透明 史 、 「利便 度 」、 「市民参加度」 とし、 回帰分析を行う ( モデル 2) 。 

段階毎の要因変化をみるため、 進捗度上位れ 一 位 )  ( モデル 目 、             下位 ( 五 % ～ 

けて分析した。 共 分散分析。 回帰分析とも、 全 都道府県をザンプルとした。 

共 分散分析 まヂ /L. めの結果 は表 

 
 

 
 

  
購報 化度 

  唐韻化度が同じでも、 革新 度の ランクが高い 方が電子自治体の 進捗度が高いとし。 うことが示された                   

回帰分析の結果 は、 次のようになった。 

府県 ) 

* : 5% 有意   @ @ 女     1% 有意 
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分析結果 ( 7 ～ ? 位 ) 

  

@ フ 

日本全体としては 情報化度、 利便 度 、 つまりインフラ 要因と             の 要因が電子自治体進捗度に 対して 正 

の 影響を示している ( 菱綴。 進捗度上位ではインプラ 要因と市民参加度。 つまり レベノレ 3 の要因が正に 影 

( 表 4) 。               下位では。 全体と同じ ，く インフラ要因とレベル 2 の要因が正に 影響している ( 表 ③。 

以上の分析から、 電子自治体の 更なる発展のためには、 柔軟性。 革新性のあ る組織の 築が 不可欠であ り @ 

さらに。 発展の段階が 進むにつれて。 重要となる組織。 制度要因も変化することが 示され 日本においては、 
全体の流れとしては レベ ノ ン 2@2 差 L, 掛かるところであ るが。 先進的な地域では、 その次の段階への 

っているということがわかる。 

よる経営革新庄おいて。                                   制度面の変革が 大きな鍵を握る 事 は、 広く認識されており、 日本の公 

                                            現実 @ こ @% 変 :@i@% 共 分野においても、 ようやくその 重要性が語られるようになってきている 
                                                                              常に競争 田こ 晒されても、 る 一般企業とほ 違レ 。 " 工 C 化に乗り遅れることの 差し迫った 
危機感もなく。 また。 組織 " 制度自体が法律によって 規定されており、 変革にぼ議会の 関与が必要であ るとい 

う " 公共の特殊性が 変革を困難にしているという 側面があ る。 きらに一般企業の 場合ほ、 利益。 競争力の上昇 

という目に見える 数値で成果が 測れるのに対し、 公共分野に結いては。 それを図ることぼ 難しいため " 

の必然性が見えにくい。 しかし " 地方財政難、 少子高齢化、 都市部への人口の 集中等。 現代社会特有の 

出てきで り、 る 昨今，里甲等の 新しいツールを 活用ずることで、 これらの問題に 対処し、 よりよいサービスを 行 

える可能性があ る。 電子政府。 電子自治体は " 現状の問題解決。 よりよいサービスの 提供のために。 情報化と 

網織。 制度変革が同時に 行われてほじめで 成り立つものであ り。 単なる従来の 業務の電子化でほなく。 政治。 
行政そのものの 革新として捉えられる 必要があ る。 今回。 本研究により。 電子政府。 電子自治体の 発展に柔軟 
な紬織。 制度の構築が 強く影響していることを 定量的に示しだことで、 その重要，陛を 改めて強く認識し。 今後 
                                                                                                                                                                                  して役立っこ - とが期待される。 
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